
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

§４ 大都市圏の漁村地区 
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６．浦島地区（神奈川県横浜市） 
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第１ 調査の目的と内容 

 

1－1．調査の目的 

平成 19 年 3月に成立した改正密集市街地整備法により、避難経路通路協定、容積移転制度など

の制度が創設された。本調査では、これらの制度や既存の規制誘導手法を効果的に活用した密集

市街地整備方策を検討するため、横浜市の「いえ・みち まち改善事業」対象地区において、ケ

ーススタディを行うことを目的とする。 

 

 

■調査対象地区の位置 

 

浦島地区 

１.１ha 

調査対象区域 

 

 

「横浜市の「いえ・みち まち改善事業」対象区域」
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1－2．調査の内容 

 

【浦島地区】 

 
 

 

・建物の現況（用途、構造、階数等） 

・地形、公園、消防水利等の現況 

・道路・通路、未接道敷地等の現況 

・権利関係及び権利者意向     等 

２．地区の整備方針の整理 

 

・地区の防災まちづくり方針（基本構想図の作成） 

３．街区別整備手法の検討 

 

・街区別の特性に応じた修復型または改造型整備手法の設定（容積適正配分型 

地区計画、連担建築物設計制度、防災街区整備事業） 

５．防災街区整備事業を活用した街区整備のケーススタディ 

 

・容積移転制度を活用したケーススタディ（街区整備方針、事業計画及び 

事業の成立性） 

４．新たな制度の効果的な活用方策の検討 

 

・容積適正配分型地区計画の内容案の検討 

１．地区の現況及び整備課題の整理  
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第２ 浦島地区における密集市街地整備方策の検討 

2－1．地区の現況及び整備課題の整理 

（１）地区の形成背景 

・浦島地区は、隣接する子安通地区とともに江戸後期より、漁村として発展してきた地区である。明

治 36 年子安漁業協同組合を結成し、明治 40 年に海面埋立てについて船渠会社と補償金紛争が発生

した。大正 12 年には漁業組合の共同販売所を設立し、東京築地に出荷しているが、埋立ての拡大及

び工場汚水のため、漁業は徐々に衰退していった。さらに、戦後は埋立て事業が進み、漁場の減少

や公害等のために昭和 46 年、組合としての漁業活動を停止している。昭和後期の運河には遊漁船、

屋形船等が見られるようになった。 

 このように、浦島地区は都市部における典型的な漁村集落市街地型の密集市街地を形成している。 

 

（２）居住者世帯の年齢構成の傾向 

■世帯・人口・年齢構成（平成 19 年 3 月 31 日現在） 

区分 横浜市 神奈川区 浦島町 

総数（人） 3,630,686 221,919 1,333 

男（人） 1,826,350 113,505 680 

女（人） 1,804,336 108,414 653 

面積（ha） 43,498 2,359 5.9 

人口密度（人/ha） 83.47 94.07 225.9 

世帯数 1,618,152 109,488 713 

世帯あたり人員（人） 2.24 2.03 1.87 

老齢化率（65歳以上人口）（％） 17.7 18.0 20.1 

 
・浦島町の人口密度は約 225 人／ha と、横浜市および神奈川区の中でも人口の集中している地区であ

る。 

・65 歳以上の老齢化率（高齢者人口比率）は 20.1％と高く、高齢化傾向が顕著な地区である。 

・世帯あたりの人員数は、神奈川区平均の 2.03 人よりやや少ない 1.87 人となっている。 

 

（３）位置・現況 ■浦島地区位置図（出典：(C)Yahoo Japan） 

子安通地区

浦島地区

・浦島地区は、国道 15 号（第一京浜）と入江川

第二派水に挟まれた、南北に約 65m、東西に約

180mと東西に細長く、面積2haの地区である。 

・地区の北側には国道 15 号線と並行し、JR 横須

賀線・東海道本線・京浜東北線、京浜急行本

線が通り、最寄駅としては京浜急行子安駅、

京浜急行神奈川新町駅がある。 

・地区の南側には、入江川第二派川を挟んで高 

架の首都高速横浜羽田空港線が通っている。 
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■（参考）浦島町・子安通地区の特性及び課題 

地域の特性 地域の課題 

○高齢化率の高い地域である 

○国道と運河で囲まれた地域である 

○路地が中心の地域構造である 

○狭い区画と家屋が密集している 

○交通アクセスの良い地域である 

○公共空地や緑地の少ない地域である 

○著しく変貌した歴史ある地域である 

○加速する高齢者世帯の増加 

○介護不安や福祉施設利用の不便性 

○災害時避難の困難性 

○環境の悪化による次世代の転出 

○商業開発（マンション）による住民自治の衰退 

○高齢者や身障者に辛くなったまちの構造や環境 

（子安周辺地区の「未来に向けた福祉のまちづくり」研究会のまとめより） 

 

■浦島地区の特性（※課題図参照） 

・街区内部は、主に建築基準法上の道路ではない通路で構成されており、建替えができない敷地が多

い。 

・道路に面した敷地においても狭小なため、建替えに伴い２項後退を行うと十分な建築規模が確保で

きなくなる。 

・共同建替えや個別建替えなどの街区の整備方法に対する地元住民のニーズが様々である。 
 

■浦島地区の現況及び整備課題図 
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（４）都市計画等の状況（※課題図参照） 

・浦島地区の用途地域は、商業地域（建ぺい率：80％、容積率：400％）と準工業地域（建ぺい率 60％、

容積率 200％）の 2地域で構成されている。 

・幅員 50ｍの都市計画道路が計画されており、道路沿いは防火地域の指定を受けている。その他の部

分は準防火地域となっている。 

・なお、商業地域については第 7 種高度地区に、準工業地域については第 5 種高度地区にそれぞれ指

定されている。 

 

（５）公共施設等の現況（※課題図参照） 

・浦島地区内の道路状況は、建築基準法上の道路は、北側の国道 15 号線（幅員 35m）、南側の公道（幅

員 5.5m）、東側の公道（幅員 1.8m～2.7m）、西側の公道（幅員 8m～12m）、地区内南北を貫く公道（幅

員 4m 未満）が３本、地区内東西を結ぶ私道（幅員 4m 未満）、行止り状の私道（幅員 2m）の計９本で

ある。その他は、非道路もしくは通路となっている。 

・公園は、浦島町浜公園（約 380 ㎡）が地区内にある。 

 

（６）住環境の現況及び地元意向（※課題図参照） 

・浦島地区内には、未接道宅地が集積しており、建替えが困難である。また、２方向避難困難宅地が

５宅地あり、防災面での不安がある。 
・平成 19 年度に当該地区を対象に実施したアンケート調査では、共同建替え区域案が数案出されてい

る。 
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2－2．地区の整備方針の整理 

 

（１）対象地区の位置づけ 

・対象地区を含む浦島町・子安通地区では、客観的データを用いて抽出された防災上課題のある市街

地について、横浜市と住民が協働して防災まちづくりに取り組んでいくことを目的とした「いえ・

みち まち改善事業」の対象地区に指定されている。 

 

１）まちづくり基本構想 

・浦島町・子安通地区では、国道 15 号線（第一京浜）の都市計画道路の整備とともに、南北方向の区

画道路や広場等の公共施設を重点的に整備し、健やかで活気のあるまちを目標として、まちづくり

を検討している。 

■都市計画道路の整備 

・都市計画道路の国道 15 号線（第一京浜）を現況幅員 25ｍ及び 35ｍから 50ｍへと拡幅整備する。当

地区は国道 15 号線と入江川第二派川に挟まれた東西に細長い地区であり、国道 15 号線沿道すべて

の箇所において道路端から約 12m の区域が整備対象となる。 

■緑道の整備 

・地区内を散策できる緑道を地区の中央位置に東西方向へ整備する。緑道は法 42 条 2 項道路と敷地内

通路で構成され、２項道路部分については、幅員４mの歩車共存道路とし、敷地内通路については既

存通路の活用及び共同建替え街区内で公開空地的な歩行者用通路を計画する。 

■商業との複合・高度利用による良質な住宅の供給 

・都市計画道路沿線の商業地域のうち、京浜急行子安駅へのアクセスに優れる区域において、高齢者

等が日常生活で必要とするものを購入できる商業施設と併せた良質な住宅の重点的な供給による複

合・高度利用を図る。 

■古い木造住宅の建替え整備 

・幅員４m 未満の道路沿線での建替え時の建物後退や、防災上課題のある街区での共同建替えを積極

的に誘導して、より良質な住宅の供給を行う。 

 

２）整備計画 

・浦島町・子安通地区まちづくり基本構想に基づき、まちの防災性能の向上および住環境の向上を図

るために、公共施設の整備および積極的な共同建替えの誘導による市街地整備を計画している。 

■都市計画道路の拡幅整備 

・国道 15 号線の沿線 750ｍにわたり、幅約 12ｍの用地を都市計画道路として整備する。 

■狭あい道路拡幅整備促進路線の拡幅整備 

・浦島町・子安通地区内の３本の狭あい道路拡幅整備促進路線沿線において、共同建替えおよび個別

建替えを積極的に誘導することにより、重点的に拡幅整備を図る。 

■緑道の整備 

・浦島町・子安通地区内を散策するための歩行系仕上げの緑道を、法 42 条２項道路の拡幅と敷地内通

路の活用により整備する。２項道路部分については歩車共存とし、４m幅員を確保する。敷地内通路

については、既存通路の拡幅活用および共同建替え街区内通路を幅員 2.7m 以上の歩行者専用道路と
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して確保する。 

■ポケットパークの整備 

・防災性能の向上を図るため、消火栓整備と併せて 5箇所のポケットパークを整備する。 

■重点的に共同化事業を実施する街区 

・特に接道条件が悪く、老朽木造住宅の集中している街区において、重点的に共同建替えを整備促進

する。 

■優先的に事業（共同化）を誘導する街区 

・接道条件が悪い、行き止まり状の道路が存在する、老朽木造住宅が集中しているなどの街区におい

て、優先的に共同建替え等を誘導する。 

■自発的な事業化（共同化）を促す街区 

・個別建替えの困難な場合には、自発的な共同建替えを促す等、自発的な事業化を促す。 

■自発的に防災性能および住環境の向上を図る街区 

・自発的に防災性能および住環境の向上を図るよう、建替えを伴わない門及び塀の後退等による道路

拡幅等を啓発する。 

 

■浦島町・子安通地区まちづくり基本構想図 
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■浦島町・子安通地区まちづくり基本計画図 

 

■地元組織の活動状況及び成果 

・地元組織の活動としては、次のようなものがある。 

＜ヨコハマ身近なまちづくりを考える会＞ 

・平成４年度より、地元の方、横浜市各区建築課および横浜建築事務所協会を交え、まちづくりの

意識や意向調査を行うなどのまちづくり活動を行っている。 

 ・平成 10 年度・11 年度には「災害・福祉に強いまちづくり」をテーマに子安通地区において「密集

住宅地の改善を考える」ことを課題として調査活動を実施した。 
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（２）問題要因の分析 

・当地区の現況及び課題の整理より、問題要因及び、対象地区の位置づけを踏まえた対応策は以下と

なる。 

問題要因 対応策 

○建物の更新が進まず、地区内を南北に貫く２

項道路の拡幅が進まないため、生活車両の進

入ができない。 

○生活道路の拡幅整備 

 

○建替え可能な条件が整っていないため、老朽

化した木造建物が多い。 

○老朽建築物の建替え促進 

 

○土地の有効活用を望むニーズがあるが、建替

えが困難であるため利用できない。 

○共同建替えによる街区整備 

 

○幅員が１ｍにも満たない通路が入り組んで

おり生活に不便であるとともに災害時の避

難に問題を抱えている。 

○通路空間の確保 

 

 

（３）整備方針 

 

１）生活道路の整備により暮らしやすいまちにする 

→幅員５ｍの道路空間を整備する（４路線・延長約 255ｍ）。 

 

２）建替え困難宅地の解消し、建物の不燃化を進める 

→建替えが可能となる条件づくりと不燃化建替えの促進、共同建替えの実施により、老朽住宅

等をなくす。 

 

３）街区内の避難経路を確保する 

→避難経路協定の締結により２方向避難困難宅地を解消する（５宅地→０宅地）。 
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2－3．街区別整備手法の検討 

 

（１）整備手法の検討 

・道路整備と併せた沿道不燃化による街区の「ガワ」を整備することで、街区単位での防災環境の向

上を図る。また、地元住民の街区整備に対する多様なニーズ（共同建替えに前向きな方、個別建替

えを希望する方）に対応するため、複数の建替えの誘導方策を導入する。 
・整備にあたっては、容積適正配分型防災街区整備地区計画を導入する。 
 

■整備計画図 

 

１）防災街区整備地区計画による生活道路整備ならびに沿道建物の不燃化 

・地区を南北に貫く５路線のうち、幅員が４ｍ未満である４路線を特定地区防災施設に位置づけ、幅

員４ｍ道路＋壁面後退 50cm による道路状空間の確保ならびに沿道建物の構造・間口率の制限による

不燃化を行う。 

 
２）防災街区整備事業＋容積適正配分型地区計画による共同建替えの促進 

・建替え困難宅地が集積し、共同建替えに対する地元住民のニーズがある区域を共同建替えの対象敷

地とし、容積適正配分型地区計画の活用により高度利用が可能な敷地条件を整えるとともに、防災

街区整備事業の導入により権利者の合意形成の面からの事業成立性を高める。 

 
３）連担建築物設計制度（密集市街地型）による未接道敷地群の合理的建替条件整備による重点整備

街区における建替促進 

・建替え困難宅地であるが、個別建替えによる更新を望む区域については、連担建築物設計制度〈密
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集市街地型〉（認定基準）による規制誘導と建替促進事業による現実的な通路拡幅による建替えを促

進する。 

 

４）避難経路協定よる行き止まり道路・通路の通り抜け化 

・２方向避難困難宅地の解消策として、共同建替え区域内に通路を新設し、避難経路協定による行き

止まり道路・通路の通り抜け化をはかる。 

 

（２）整備手法の比較検討 

・（１）の整備手法を導入するにあたって、以下の比較検討を行った。 
１）生活道路の整備について 

整備手法 手法の比較検討 

道路事業による整備 

・一定期間内での整備が可能となる。 

・用地買収、補償費などの事業費が嵩む。 

・権利者交渉等にマンパワーが必要。 

・延焼遮断帯を形成するためには沿道の不燃化を誘導する制度導

入が必要。 

建替えに併せた道路空間の確保 

（地区計画及び狭あい道路拡幅

整備事業による規制誘導） 

・整備の完了時期が不明確。 

・道路空間確保の緊急性が低いため、権利者の実情に併せた道路

整備が現実的。 

 

手法選択 第１段階として、建替えに併せた道路空間の確保のための手法を導入する。 

（合意形成が可能な場合は道路事業を実施） 

 

■防災街区整備地区計画による道路空間確保と沿道の不燃化の検討 

 

0.5ｍ

耐火
準耐火建築物

5.0ｍ 4.0ｍ

0.5mの壁面後退と耐火・準耐火

建築物の義務化

横浜市狭あい道路拡幅整備事業
による工作物の移転費用等の助成

街区レベルの
延焼遮断帯の形成
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２）建替え困難宅地の解消・建物不燃化について 

整備手法 手法の比較検討 

街区内道路の新設 

・現道がないため整備への合意形成が困難。 

・用地買収、補償費などの事業費が嵩む。 

・居住継続が困難になる権利者が発生する。 

・権利者交渉等にマンパワーが必要。 

共同建替え事業 

・土地の高度利用を求めるニーズがあり、一定程度の床需要が見

込まれる。 

・共同化に伴い敷地周囲に道路状空間の確保が可能。 

・容積移転による共同建替えの事業性向上と権利売却による建替

え資金の確保が可能。 

連担建築物設計制度の導入 

・個別の建替えを求めるニーズがある。 

・容積移転による共同建替えの事業性向上と権利売却による建替

え資金の確保が可能。 

 

手法選択 共同建替え事業、連担建築物設計制度の導入 

（共同建替えに対する権利者意向を踏まえて対象区域を設定） 

 

■容積移転による共同建替えの事業スキームの検討  

連担建築物設計制度
個別建替え敷地からの容積移転

個別建替え敷地への容積移転分の
権利金の支払い

避難経路の確保

【共同建替え事業の概要】
・個別建替え敷地からの容積移転

容積率400％⇒500％

・市街地環境設計制度の導入による
高度地区規制（絶対高さ31ｍ）
の緩和（18F建て，108戸）

・周辺分譲マンション市場180万円/坪
（良好な立地条件により事業性高い）

【個別建替え敷地の権利金】
・H19路線価（南北道路沿い）

115～130千円/㎡
⇒50％の容積移転（200％→150％）

で敷地60㎡の場合で約150万円

の権利金（建替え費用の一部に充当）
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■連担建築物設計制度導入区域の検討 

 

 

区域内の通路

 

 対象区域

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

連担建築物設計制度導入区域 

建築基準法上の道路
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３）安全な避難経路の確保について 

整備手法 手法の比較検討 

街区内道路の新設 

・一定期間内での整備が可能となる。 

・用地買収、補償費などの事業費が嵩む。 

・権利者交渉等にマンパワーが必要。 

・延焼遮断帯を形成するためには沿道の不燃化を誘導する制度導

入が必要。 

連担建築物設計制度の導入 

・現況幅員 1.0ｍ程度の通路の 2.7ｍへの拡幅と建物の不燃化に

より、安全な避難経路が確保される。 

・共同建替えに伴い整備される通路について、避難経路協定を締

結することで、２方向避難が可能となる。 

 

手法選択 連担建築物設計制度の導入 

 

■連担建築物設計制度認定基準（案）の検討 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【建築物の配置及び形態】
・敷地は道路又は通路に２ｍ以上接す

・通路に面する外壁面等の距離は、区
築物が地上２以下のみの場

7ｍ以上、地上３の建築物を含む
場合4.0ｍ以上とすること
通路のみに接する建築物は、地上階

数３以下かつ準耐火建築物とする
通路のみに接する敷地については、

の距離を前面道路の幅員とみ
なし、法第５２条第１項等の規定に適合

と

ること

域内の建
合は2.

・

・
外壁面等

するこ

【区域の基準】
・防災再開発促進地区内
建築基準法第42条に規定する道路に

していること

【区域内の通路の配置及び形態】
・通路の幅員は原則として2.0ｍ以上か

42条に規定する道路に接続してい
ること
つ法

・
４ｍ以上接

【建築物の配置及び形態】
は道路又は通路に２ｍ以上接す

・通路に面する外壁面等の距離は、区
築物が地上２以下のみの場

7ｍ以上、地上３の建築物を含む
場合4.0ｍ以上とすること
通路のみに接する建築物は、地上階

数３以下かつ準耐火建築物とする
通路のみに接する敷地については、

の距離を前面道路の幅員とみ
なし、法第５２条第１項等の規定に適合

と

・敷地
ること

域内の建
合は2.

・

・
外壁面等

するこ

【区域の基準】
・防災再開発促進地区内
建築基準法第42条に規定する道路に

していること
・

【区域内の通路の配置及び形態】
・通路の幅員は原則として2.0ｍ以上か

42条に規定する道路に接続してい
ること
つ法

４ｍ以上接 15.0ｍ

12.0ｍ

3.0ｍ

9.0ｍ

6.0ｍ

ＧＬ

1：1.5

高さ制限

区域境界線から0.5ｍ後退

2.7ｍ

外壁間距離

2.0ｍ

通路拡幅線

（２階以下）

15.0ｍ

12.0ｍ

3.0ｍ

9.0ｍ

6.0ｍ

ＧＬ

1：1.5

高さ制限

区域境界線から0.5ｍ後退

2.7ｍ

外壁間距離

2.0ｍ

通路拡幅線

（２階以下）

※街区内部については２階建ての建築を可能とする
建物の不燃化を義務づける
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2－4．新たな制度の効果的な活用方策の検討 

 

（１）容積適正配分型防災街区整備地区計画の活用検討 

・平成１９年３月に成立した改正密集市街地整備法により、「防災街区整備地区計画区域内において、

特に必要がある場合には、建築物の容積率の配分が可能」となった。そこで、当地区では、“容積適

正配分型防災街区整備地区計画”の導入による生活道路の拡幅整備ならびに、容積の適正配分によ

る共同建替え（防災街区整備事業を導入）の検討を行った。以下に、“容積適正配分型防災街区整備

地区計画”の検討内容を示す。 

 

■容積適正配分型防災街区整備地区計画図（案） 

 

１）特定地区防災施設の位置づけ 

・地区の南側の公道（幅員 5.5m）ならびに地区を南北に貫く５本の公道（西側の公道のみ幅員 8m～12m。

その他は幅員 4m 未満）を地区防災施設と位置づけている（区画道路１号～６号・総延長約 485m）。

そのうち、沿道の不燃化を目指し、建築物と一体となって整備をする必要がある幅員 4m 未満の南北

道路４路線を特定地区防災施設（区画道路２号～５号・総延長約 255m）と位置づけている。 

・また、特定地区防災施設は、当該建築物等に係る特定建築物地区整備計画と併せて定めているため、

幅員４ｍの道路として位置づけ、当該建築物の敷地のうち建築物の壁面と道路等の間のセットバッ

ク空間 50cm における工作物の設置制限をし、合計で幅員５ｍの道路上空間を確保している。 

・なお、浦島町浜公園（約 380 ㎡）を地区施設として位置づけている。 
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２）特定建築物地区整備計画の区域設定 

・特定地区防災施設の沿道（※容積適正配分型防災街区整備地区計画区域内に限る）を特定建築物地

区整備計画区域（計約 2,500 ㎡）とし、沿道の建築物等の不燃化を促進している。 

・なお、当該建築物等については、①構造制限（例、耐火建築物）、②間口率の最低限度（例、7/10

以上）、③高さの最低限度（例、５ｍ以上）、④壁面位置の制限（例、50cm）を定める。 

 

３）容積適正配分の区域設定ならびに容積の配分 

・連担建築物設計制度導入区域を容積適正配分の区域と設定し、個別建替え（更新）エリアから共同

建替えエリア（防災街区整備事業導入区域）へ容積を配分している。配分案は以下の通りである。 

 

■区域別の容積配分案 

区域設定（容積適正配分型防災街区整備地区計画図（案）参照） 

区域１ 

＝住宅地区Ａ・Ｃ・Ｄ 
配分前の容積率（指定容積率） 配分後の容積率の最高限度 

Ａ(約 1,750 ㎡) ４００％ ５００％（最低限度を４００％） 

Ｃ(約 770 ㎡) ４００％ ２００％ 

Ｄ(約 580 ㎡) ２００％ １５０％ 

区域２ 

＝住宅地区Ｂ・Ｅ・Ｆ 
配分前の容積率（指定容積率） 配分後の容積率の最高限度 

Ｂ(約 1,250 ㎡) ４００％ ４２０％（最低限度を４００％） 

Ｅ(約 50 ㎡) ４００％ ２００％ 

Ｆ(約 450 ㎡) ２００％ １５０％ 

※容積の配分にあたっての留意点 

・容積の適正配分に係る各区域の容積率の最高限度の数値は、原則として、指定容積率に 1.5 を乗じ

て得た数値を超えないこととする。 

・指定容積率を下回る容積率の最高限度については、10 分の 5を下回らないように定めることとする。 

・容積率の最低限度については、容積率の最高限度を指定容積率を超えて定める区域において、当該

区域内の合理的な土地の高度利用の促進を図るために定めることとされたものであり、指定容積率

の数値の範囲内で適切な数値を定めることとする。 
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2－5．防災街区整備事業を活用した街区整備のケーススタディ 

 

（１）検討対象地区の整備の基本的考え方 

 
１）防災街区整備事業の基本方針 

当地区での防災街区整備事業のモデル検討にあたっては、下記の基本方針に基づき計画した。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

①街区内には、基準法上の道路はほとんどなく、未接道で零細な敷地の住宅が密集している。

小規模な共同建替えでは、この街区が抱える課題は解決しにくいため、幹線道路、運河沿

いの市道、東西の 2 項道路に囲まれた街区を、一体的に整備する。 

 

②商業地域(400%)及び準工業地域(200%)にまたがる地域であり、基準容積率では 300%程度し

か確保できない。保留床処分の等価交換型の開発を行うためには、容積率の緩和が不可欠

である。このため、横浜市市街地環境設計制度（総合設計制度）を導入し、容積率の確保

をめざす。当地区は、北側に幹線道路及び商業地域を後背地とするため、日影規制などが

適用されない立地環境にあり、この特性を最大限生かした計画とする。 

 

③当地区には高度地区制限が適用されており、商業地域で 31ｍ、準工業地域で 20ｍの絶対高

さ制限がある。このため、横浜市市街地環境設計制度を導入しこの絶対高さ制限の緩和を

図る。これにより、商業地域で高さ制限なし、準工業地域で 60ｍまで緩和できる。 

 

④当地区及び周辺では高齢化が進んでいる。このため、防災施設建築物の計画においては、

低層階には高齢者福祉施設を核とした施設を配置し、上層階は住宅を配置した複合的な開

発をめざす。この福祉施設は保留床として処分する計画である。 

 

⑤隣接地は密集市街地が連担している。先述した市街地環境設計制度は有効公開空地の確保

が前提となるため、歩道状の公開空地、広場型の公開空地等を広く確保し、周辺環境に寄

与するように配置していく。 

 

【基本方針】 
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２）防災街区整備事業による施設整備方針 

 

① 土地利用及び公共施設の整備方針 

・都市計画道路予定地は、本事業で除却・整地まで行い、従前権利者が権利変換により取得する方

法、個別利用区としての利用、第三者へ譲渡する方法など多様な方策が考えられる。本計画にお

いては、都市計画道路の事業化が当面見込めないとの前提に立ち、予定地も含めた建築敷地とし

て施設計画を行う。（建物本体は都市計画道路予定地に含まれないように配慮するものの、仮に都

市計画道路が整備される場合には、容積率オーバーの既存不適格建築物となる。） 
・街区の東にある 2 項道路は、道路中心線から 2ｍの後退を行う。 

 
■土地利用の従前・従後（現況の民間敷地境界で算出） 

区分 項目 従前 従後 

2 項道路 20 ㎡ 40 ㎡ 道路 

都市計画道路区域の土地 （624 ㎡） （624 ㎡） 

宅地 1,810 ㎡ 1,790 ㎡ 

合計 1,830 ㎡ 1,830 ㎡ 

 
② 都市計画道路区域の土地の整備方針 

・建築計画上必要となる駐車場や、市街地環境設計制度の適用により求められる公開空地を設ける

敷地として活用する。 
 
■移転容積率の算定 

地域地区 敷地規模 基準容積率 利用容積率 余剰容積率 余剰床面積換算 移転容積率 
商業地域 770 ㎡ 400％ 200％ 200％ 200%×770 ㎡＝

1,540 ㎡ 

準工業地域 580 ㎡ 200％ 150％ 50％ 50% × 580 ㎡＝

290 ㎡ 

共同利用区敷

地面積換算 

1,830 ㎡ 

÷1,790 ㎡ 

＝102％相当 

合計 1,350 ㎡ － 179％ 136％ 1,830 ㎡ 102％ 
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③ 防災施設建築物の整備方針 

 

【高度地区の緩和】 

・横浜市市街地環境設計制度の活用により、高度地区の絶対高さ規制を緩和する 

 

■市街地環境設計制度に基づく高度地区の緩和 

区分 現行の規制 市街地環境設計制度による緩和 

商業地域 31ｍ 制限なし 

準工業地域 20ｍ 60ｍ 

 

【市街地環境設計制度の活用に伴う計画条件】 

・市街地環境設計制度を活用するためには以下の条件を確保する必要がある 

 

■市街地環境設計制度に基づく計画条件（高度地区緩和） 

区分 市街地環境設計制度による計画の前提条件 

有効公開空地の

確保 

・有効公開空地を 20％確保する必要がある 

（空地率 20％以上、緑化率 7.5％以上） 

駐車場の確保 ・適正な台数（要協議） 

 

【建物計画】 

・地下階に駐車場を配置し、産業道路からアクセスする。この駐車場は機械式（循環式）を基本と

して計画する。 

・1階は、エントランスとして計画し、住宅の駐輪場等を配置する。住宅のエントランス部分はゆと

りある空間とし、集会所も配置する。 

・市街地環境設計制度により有効公開空地を確保する必要があるが、このゆとりと潤いのある空間

を敷地周辺に配置し、周辺環境の向上に寄与する。 

・建物へのアクセスは、子安駅からの動線を重視し、北東側をメインとして計画する。 

・住宅は 8階～18 階に配置し、平均住戸面積 78 ㎡を各階に６戸計画し、合計 108 戸配置する。住宅

は、権利床部分と保留床部分で構成される。 

 

【連担建築物設計制度の活用】 

・連担建築物設計制度を活用し、共同化検討区域以外の敷地から余剰容積を移転している。 

・また、隣地斜線の緩和を図るため、連担適用区域を一団地とみなし計画している。 

 

【防災施設建築物の緒元】 

・計画容積率は 500％、建ぺい率は 40％である。 

・地下 1階、地上 18 階の計画である。 

・駐車場は、戸数の 30％（51 台）、駐輪場は戸数の 1.5 倍（162 台）確保している。 
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■施設配置図 

 

連担建築物設計制度
個別建替え敷地からの容積移転

個別建替え敷地への容積移転分の
権利金の支払い

避難経路の確保
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■建築計画（１階平面図） 
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■建築計画（基準階平面図） 
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（２）事業収支モデルの検討 

 

１）事業計画の概要 

■全体収支計画 （単位：千円）

支出 収入

調査設計計画費 262,798 補助金 1,177,364

土地整備費 156,360 権利者増床負担金 377,223

補償費 97,156 保留床処分金 2,701,886

工事費 3,563,850

事務費 89,764

借入金利子 86,545

合計 4,256,473 合計 4,256,473

 

 

 

 

 

 

 

 

・総事業費は、約 42.6 億円であるが、この内補助金が約 11.8 億円（約 28％）である。 

・保留床処分金は、約 27.0 億円であり、この内権利者が従前床まで増床すると仮定すると約 3.8 億

円に相当し、残り約 23.2 億円を保留床として処分する必要がある。 

 

■従前の概要 

従前敷地面積 1,429.84 ㎡

従前建物延床面積 1,619.28 ㎡

従前平均容積率 113.25 ％

従前土地評価額 271,110 千円

従前平均土地評価単価 189.61 千円/㎡

従前建物評価額 103,222 千円

 

 

 

 

 

 

■防災施設建築物の床の内訳 

権利床 374,332 千円 913.11 ㎡ 10.84%

従前延床面積までの増床 377,223 千円 920.16 ㎡ 10.92%

保留床 2,701,886 千円 6,590.73 ㎡ 78.24%

計 3,453,441 千円 8,424.00 ㎡ 100.00%

床単価 410 千円/㎡（ 1,355 千円/坪）

想定分譲価格 492 千円/㎡（ 1,626 千円/坪）

周辺相場価格 545 千円/㎡（ 1,800 千円/坪）

 

 

 

 

 

 

 

 

・床単価は、平均単価で 410 千円/㎡であり、デベロッパー経費を 20％見込んだ処分価格は 492 千円

/㎡であり、周辺の市場価格 545 千円/㎡と同程度の水準になっており、事業性はあると考えられ

る。 
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２）各種条件の設定根拠 

① 従前資産の算定 

・H19.1.1 の相続税路線価を基準に、地価公

示水準に補正し算出している。 

・建物については、買取り補償、移転補償の

考え方に基づき算定している。 

・何れも登記簿上の地積、床面積を基準に算

定している。 

 

② 都市計画道路区域の取扱い 

・事業対象として、除却・整地・補償などを

事業費に計上している。このため、防災施

設建築物の土地原価にこれら経費及び従

前資産分を計上し、床原価に反映している。 

 

 

３）事業性の検証 

① 容積移転元区域の土地価格の算定と成立性の検討 

・共同化検討区域以外の連担適用区域の敷地（以下、「容積移転元区域」とする。）の土地価格は、

商業地域沿い（指定容積率 400％）を路線価 245 千円/㎡と見なすと地価公示水準で 306 千円/㎡で

ある。また、準工業地域側を（指定容積率 200％）を路線価 120 千円/㎡と見なすと地価公示水準

で 150 千円/㎡である。 

・商業地域の区域においては、基準容積約 400％に対して 200％しか利用出来ない容積率制限を加え

るため、この比率で地価が減少すると見なすと、153 千円/㎡となる。また、同様に準工業地域側

では、基準容積約 200％に対して 150％しか利用出来ないことから 113 千円/㎡となる。 

・容積移転元区域の全体面積 1,350 ㎡は、139,656 千円に相当する。 

・これは、容積移転元区域の 20 棟に対して、１棟辺り平均 7,000 千円の相当することから、この資

金を元にして個別更新を誘導することは一定程度可能であると想定できる。 

 

② 防災施設建築物の床価格の算定 

・防災施設建築物の平均床価格は、410 千円/㎡（1,355 千円/坪）となった。これは床原価であり、

従前権利者の権利変換はこの価格で行われる。 

・なお、保留床価格については、この床原価に床の販売を行うデベロッパーの経費を加味する必要

があり、この経費率を床原価の 20％と設定した場合には、保留床の販売価格 492 千円/㎡（1,626

千円/坪）となる。この価格は、近年供給された近傍の分譲マンション相場 545 千円/㎡（1,800

千円/坪）を下回っており、保留床処分の可能性が高いことから、本事業の成立の可能性はあると

いえる。 
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③ 権利変換の試算結果 

・地権者の中で、当地区の典型的なモデルとして表地（産業道路沿い）・裏地（街区内の未接道敷地）

より所有権者及び借地権者を抽出し、検討した結果は下記の通りである。 

・従前床までの増床金額は、約 1.7～117 百万円である。従前床が 90 ㎡程度の地権者が多いため負

担額が多くなっているが、75 ㎡程度までの増床で考えると約 30～60 百万円程度となる。 

・対土地変換率でみると、AAA で約 0.5～0.9 程度であり、ABB では約 0.3～0.6 程度となった。 

・なお、表地と裏地とでは、従前資産の土地評価に大きな差があることから、権利変換の結果にも

大きな差が生じる結果となった。土地評価の基準となる路線価が産業道路沿いと街区東側の２項

道路とで２倍近くの差があることと、未接道敷地による評価減が大きく影響していることが明ら

かであるが、権利者の合意形成の観点からはこの差をなるべく小さくする工夫が求められる。 

 

■平均床価格による権利変換モデル試算結果 

区分 権利形態 従前土地 

㎡ 

従前建物

㎡ 

従前資産

千円 

権利床

㎡ 

従前床まで

の増床 ㎡ 

増 床 価

格千円 

対 土 地 変

換率 

AAA 所有権 92.76 99.99 34,407 83.93 16.06 6,584 0.905表地 

ABB 借地権 29.19 22.70 7,620 18.59 4.11 1,686 0.637

AAA 所有権 68.56 96.88 13,697 33.41 63.47 117,416 0.487裏地 

ABB 借地権 70.65 92.18 10,406 25.38 66.80 27,384 0.359
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（３）防災街区整備事業の実現に向けた検討 

 

１）建築計画と事業成立性 

① 建築計画の検討課題 

・計画敷地は、北側で広幅員道路に面し、北側に広く商業地域が拡がり高層建築を計画しやすい立

地にある。 

・このため本計画では、容積適正配分型地区計画及び横浜市市街地環境設計制度を活用し、①容積

率の緩和（基準約 300％→計画 500％）、②絶対高さ規制の緩和、③隣地からの斜線制限緩和など

により、現行制度内で最大限緩和を受けられるよう計画している。 

・今後、都市計画制度の活用などにより更に適正な緩和が受けられるかどうかの検証を行っていく

必要がある。 

・また本計画では、駐車場の設置率を住戸数の３割として計画を行った。駅近傍という当地区の立

地条件からして過大な駐車場台数は必要ないと考えられるが、横浜市市街地環境設計制度におい

ては、駐車場の設置率を高く設定される可能性がある。駐車場の台数は施設計画及び事業計画に

与える影響が大きいことから、より詳細に検討していく必要がある。 

 

② 事業化が未定な都市計画道路に関する検討課題 

・事業化が何時行われるか未定な都市計画道路区域の土地に関して、今回計画では事業区域に含め

て、建物所有者の共有持分として取り扱っている。 

・しかし、将来的に事業化がなされた場合には、この土地の処分方法に問題が生じることが想定さ

れる。 

・このため、従前権利者に建築敷地と切り離して都市計画道路区域の土地のみを権利変換するなど、

事業化の際の処分が容易に行えるような方法を検討する必要がある。 

 

２）地権者の合意形成条件 

①権利変換者への対応上の課題 

・事業期間中の仮住宅に関しては、近傍に種地がない等の状況で仮住宅の設置は困難なため、近傍

の民間賃貸住宅などへの仮住まいが中心になると想定される。相当数の仮住宅が必要となるため、

その確保が課題である。 

・従後に増床資金の負担が困難な零細権利者に対応するため、借上げ型のコミュニティ住宅、借上

げ型公営住宅等の検討が課題である。 

 

②権利者の意向把握 

・本計画の策定に関しては、地権者意向を完全には把握しない状況の下で実施している。 

・地権者が約 30 人弱と多い地区特性を踏まえ、権利関係の精査を実施する必要がある。 

・また、地権者の意向を把握するため、「地区の現状と課題」「防災街区整備事業など事業手法」「ま

ちづくり事例」「まちづくり構想」「まちづくり計画」等に関する勉強会を今後地元で実施してい

く必要がある。 

・同時に、地権者の意向を把握するため、計画・事業の段階に対応して、地権者意向把握のため「ア

ンケート」「個別ヒアリング」等を実施していく必要がある。 
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【資料】防災街区整備事業の事業計画検討資料一式 

 

■総括表 

 

 □施行区域要件への適合

 耐火

 接道

 

 

 調査

 補償

 事務

 
借入

 

 

 従前

 
従前

従前

 従前

 

 従後

 
個別

共同

 従後

 

 従前

 計

 

 想定

建築物又は準耐火建築物の延べ面積の割合 9.36% ＜ 33.3% 適合

接道、建ぺい率等の制限に適合しない建築物の数の割合 100.00% ＞ 70.0% 適合

、建ぺい率等の制限に適合しない建築物の建築面積の割合 100.00% ＞ 70.0% 適合

□全体収支計画

（単位：千円）

支出 収入

設計計画費 262,798 補助金 1,177,364

土地整備費 156,360 権利者増床負担金 377,223

費 97,156 保留床処分金 2,701,886

工事費 3,563,850

費 89,764

金利子 86,545

合計 4,256,473 合計 4,256,473

□従前状況

従前敷地面積 1,429.84 ㎡

建物延床面積 1,619.28 ㎡

平均容積率 113.25 ％

土地評価額 271,110 千円

平均土地評価単価 189.61 千円/㎡

従前建物評価額 103,222 千円

□計画概要

公共施設面積 40.00 ㎡（公共減歩率 3% ）

利用区面積 0.00 ㎡（ 0.00% ）

利用区面積 1,790.00 ㎡（ 100.00% ）

土地評価単価 281.58 千円/㎡（上昇率 49% ）

□防災施設建築物の床の内訳

権利床 374,332 千円 913.11 ㎡ 10.84%

延床面積までの増床 377,223 千円 920.16 ㎡ 10.92%

保留床 2,701,886 千円 6,590.73 ㎡ 78.24%

3,453,441 千円 8,424.00 ㎡ 100.00%

床単価 410 千円/㎡（ 1,355 千円/坪）

分譲価格 492 千円/㎡（ 1,626 千円/坪）

周辺相場価格 545 千円/㎡（ 1,800 千円/坪）

□従前延床面積まで増床する場合の負担額について

権利形態 番号 従前延床 従前容積率 権利床面積 必要増床面積 権利床割合 権利床価格 増床金額

（㎡） （％） （㎡） （㎡） （％） （千円） （千円）

表地（土地建物所有者） 5 99.99 107.79 83.93 16.06 83.94 34,407 6,584

表地（土地借地・建物所有者） 3 22.70 77.77 18.59 4.11 81.88 7,620 1,686

権利形態 番号 従前延床 従前容積率 権利床面積 必要増床面積 権利床割合 権利床価格 増床金額

（㎡） （％） （㎡） （㎡） （％） （千円） （千円）

裏地（土地建物所有者） 38 96.88 141.31 33.41 63.47 34.49 13,697 117,416

裏地（土地借地・建物所有者） 37-6 92.18 130.47 25.38 66.80 27.54 10,406 27,384
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■事業計画（敷地の整備に係る事業収支） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

□敷地の整備に関する事業費の算出

項目 数量 単価 事業費 備考 土地費 建物費

A.調査設計計画費 1.事業計画作成 現況測量 1,790 ㎡ ｘ 3 千円／㎡ 5,370 （従前敷地面積） 5,370 0

土地評価 1,790 ㎡ ｘ 3 千円／㎡ 5,370 （従前敷地面積） 5,370 0

建物等調査 1,619 ㎡ ｘ 8 千円／㎡ 12,954 （従前建物延床面積） 12,954 0

資金計画 1,790 ㎡ ｘ 8 千円／㎡ 14,320 （従前敷地面積） 14,320 0

小計 38,014 38,014 0

2.権利変換計画作成費 1,790 ㎡ ｘ 8 千円／㎡ 14,320 （従前敷地面積） 7,160 7,160

計 52,334 45,174 7,160

B．土地整備費 1.除却費（個別利用希望者含む） 1,619 ㎡ ｘ 7 千円／㎡ 11,334 （従前建物延床面積） 11,334 0

2.容積移転権利取得費 139,656 139,656 0

3.整地費 1,790 ㎡ ｘ 3 千円／㎡ 5,370 （従前敷地面積） 5,370 0

計 156,360 156,360 0

C.補償費 1.91条補償費 ①用地補償 0 転出希望者 0 0

②建物補償（転出） 0 転出希望者 0 0

　建物補償（個別） 0 個別利用区希望者 0 0

0 0

小計 0 0

2.97条補償 転出希望 0.00 ㎡ ｘ 30 千円／㎡ 0 （従前建物延床面積） 0 0

個別利用 0.00 ㎡ ｘ 30 千円／㎡ 0 （従前建物延床面積） 0 0

共同利用 1,619.28 ㎡ ｘ 60 千円／㎡ 97,156 （従前建物延床面積） 97,156 0

小計 97,156 97,156 0

計 97,156 97,156 0

D．工事費 1.道路整備費 40.00 ㎡ ｘ 50 千円／㎡ 2,000 道路面積 2,000

E．事務費 (A+B+C+D) ｘ 2.2 % 6,773 3,386 3,386

F．借入金利子 (A+B+C+D+E) ｘ 3 % 9,439 4,719 4,719

G．合計 324,062 308,796 15,266

□敷地の整備に関する一般会計補助の算出

補助対象事業

0

費 備考 補助金 土地費 建物費

A.調査設計計画 1.事業計画作成 現況測量 5,370 事業費 × 2/3 3,580 3,580 0

土地評価 5,370 事業費 × 2/3 3,580 3,580 0

建物等調査 12,954 事業費 × 2/3 8,636 8,636 0

資金計画 14,320 事業費 × 2/3 9,547 9,547 0

小計 38,014 25,343 25,343 0

2.権利変換計画作成 14,320 事業費 × 2/3 9,547 4,773 4,773

小計 52,334 34,889 30,116 4,773

B．土地整備 1.道路用地費 0 0.00 ㎡× 343.8 0 表地の土地評価単価 0 0

2.除却費 11,334 事業費 × 2/3 7,556 7,556 0

3.整地費 5,370 事業費 × 2/3 3,580 3,580 0

小計 16,704 11,136 11,136 0

C｡補償費 1.91条補償（転出） 0 建物補償費 × 2/3 0 0

　91条補償（個別） 0 建物補償費 2/3 0 0

　91条補償（共同） 103,222 建物補償費 2/3 68,815 68,815 0

2.97条補償(転出） 0 事業費× 2/3 0 0

　97条補償（個別） 0 事業費× 2/3 0 0

　97条補償（共同） 97,156 事業費× 2/3 64,771 64,771 0

小計 200,378 133,585 133,585 0

D.共同施設整備 1.道路整備費 2,000 事業費 × 1 2,000 2,000 0

計 271,416 181,611 176,837 4,773

E.事務費 6,773 事業費 × 2/3 4,515 2,258 2,258

合計 278,189 186,126 179,095 7,031

補助対象率 57%

□原価の算出

土地費 建物費 計 備考

事業費 308,796 15,266 324,062

補助金 ▲ 179,095 ▲ 7,031 ▲ 186,126

従前資産 個別利用区 0 0 土地

従前資産 共同利用区 374,332 374,332 土地＋建物

原価 504,033 8,235 512,268

0

0

0

0
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